
■「子どもの性的虐待の記録」に罰則を科すことの論点整理

	論　点
	第２回特別部会の資料に沿って出された意見
	今後、検討すべき事項
	備考

	保護法益の整理
	・児童ポルノ法の保護法益

一次的法益⇒被写体となる児童の保護

二次的法益⇒記録物が蔓延することで児童一般を性の対象とする風潮が蔓延することを阻止

・青少年健全育成条例の保護法益

基本は、青少年を取り巻く環境の規制ということで、いわゆる社会的法益

一方、性的虐待の記録物の部分に関しては被写体となっている児童を直接守るということになるので、個人的法益

・全体的に見ると、「子どもの性的虐待の記録」にかかる部分が、青少年健全育成条例のなかに入っているというのは、かなり異質な感じ。

・ただ、この条例のなかには個人的法益が前面に出る「淫行罪」に関する規制があるので、この部分と同じと位置付けることはできる。
	
	

	立法事実の存在

大阪府独自の「地方の実情」について
	・罰則規定まで設けるほどの立法事実があるのか疑問。

・報道番組で、児童ポルノＤＶＤが売られている日本橋の様子が取り上げられた事は大阪特有の事情と言える。

・明確な立法事実を探すよりも被害にあう児童が存在する限り、子どもを守る姿勢を大阪府から示すべき。
	・罰則規定を設ける必要性について整理
	

	運用の実効性

（1．「子どもの性的虐待の記録」の定義）
	・大阪府独自の概念である「子どもの性的虐待の記録」に罰則を科す場合は、処罰される事例を明確に府民に示すとともに、運用面において実効性の確保が必要。
	・判例が蓄積し、全国的に統一見解がある児童ポルノの定義と府独自概念の「子どもの性的虐待の記録」との整理
	

	運用の実効性

（2．「子どもの性的虐待の記録」に該当するか否かの判断）
　画像をもって、条例第39条各号に規定する行為に該当するのか判断できない場合の取扱いについて
	・そもそも性的虐待の記録は、画像から性的虐待があったかどうか判断できることが前提条件。

・一つの記録物が第39条の複数の号に該当する場合があると考えられるため、具体的な行為を列挙する方法ではどうか。例えば「13歳未満の女子を姦淫する行為」を記録したもの等。

ただし、児童ポルノ法が規制する部分と重複する部分については規制できない。
	・処罰される事例を明確に府民に示すためには、どのような形で規定すべきか。

　【立証が可能な画像】

①画像が鮮明又は連続性のあるもので、画像から子どもへの性的虐待が明らかに判断できるもの

②被害児童からの申出による画像
	

	運用の実効性

（3．各号ごとの検討（年齢含む））
（第１号～第５号）
	・第1号の「強姦」や「強制わいせつ」は、13歳以上に対しては「暴行又は脅迫を用いて」いるのか画像からは判断がつきにくいため、13歳未満に限定する方がよい。

・「強制わいせつ」のうち児童ポルノから漏れ落ちる画像について条例で規制できないか。

・「淫行をさせる行為」、「欺き」、「困惑させて」等、画像では判断がつきにくい。

・児童ポルノ法から漏れ落ちる部分で、かつ性的虐待の程度が著しいものを処罰範囲に考えていくという考え方で検討すべき。
	・児童ポルノ法で規制していない部分について、性的虐待の程度が著しいものを処罰範囲に考えていくべきか。

	

	運用の実効性

（4．各号ごとの検討（年齢含む））
（第６号～第７号）
	・３号ポルノに該当しないジュニアアイドル誌については、定義の不明確性が問題になってくる。

・子どもを守るという観点から国レベルでは漏れ落ちているこの部分について、大阪府独自の規制を検討すべきではないか。ただし、同じ条例のなかで第１号～５号を放置して比較的程度の軽いこの部分に罰則を科すのはアンバランス
	・定義を明確化したうえで罰則を科すべきか。
・表現の自由の侵害をどう考えるか。
	


■子どもの性的虐待の記録の取得・所持側に罰則を科すことの論点等の整理　
	論　点
	第２回特別部会の資料に沿って出された意見
	今後、検討すべき事項
	備　考

	法律との関係
（取得・所持側に罰則を科す場合）

・法律で規制のない部分
	・法律で規制のない「取得・所持」に条例で規制を設けることは可能。（条例の横だし）
・「個人的領域への国家権力の介入」、「表現の自由の侵害」という問題とこの「子どもの性的虐待の記録」に対する規制との折り合いをどうつけるかが問題
	・「個人的領域への国家権力の介入」とならないか。

・「表現の自由の侵害」とならないか。

	

	罰則を科すことについて
	・被害者にとっては画像の存在が精神的苦痛になるという観点からは、所持一般を処罰すべしとなるだろうが、バランス論として所持一般を処罰するのは広すぎるのではないか。

・直罰より、まずは廃棄命令。その上で対象を限定した直罰規定の検討が必要。

・13歳未満の強姦と強制わいせつの記録物には直罰を科すべきではないか。

（直罰が難しくても、勧告や指導等といった手法の規制はすべき。）
	・「取得・所持」の禁止規定を設けるべきか。

・「取得・所持」に対して罰則を科すべきか。

・罰則を科す場合の対象をどうすべきか。
　
	

	処罰対象行為について

（1．取得・所持について）

　

	・取得と所持は分けて考えるべき。

・所持まで含めると広範囲すぎるため、規制すべきところを限定的に規制すればいいとは思うが絞り方が難しい。

・取得を対象とする場合は、販売側に負のインセンティブを与え、流通全体を減らしていく事が主たる狙いになると思う。販売側への規制と取得側への規制により、流通を減らしていくという点でも整合性がとれる。

・取得を規制する目的は、販売側を結果的に取り締まれるというもの。一方、所持を規制する目的は、所持する行為がけしからんというのではなく、意図せず流出してしまう危険性という観点からの取締りが可能ではないか。

・個人的法益の観点からは取得と所持を区別する意味はあまりないかも知れない。
	・流通を減少させる目的から、「取得」を対象とすべきか。

・拡散防止の観点から、「所持一般」を対象とすべきか。

・「取得」「所持」とも対象とすべきか。
	

	処罰対象行為について

（2．有償取得・無償取得について）

	・無償取得一般だと現状では広すぎる可能性もあるため、有償又は反復取得という限定が妥当かと思う。

・有償取得のみを対象とすると愛好家で無償交換している記録物について規制できなくなる。その部分については反復取得ということでカバーすべきか。
	・対象を有償取得又は反復取得に限定すべきか。
	

	処罰対象行為について

（3．対象範囲について）
　
	・一つの記録物が第39条の複数の号に該当する場合があると考えられるため、具体的な行為を列挙する方法ではどうか。例えば「13歳未満の女子を姦淫する行為」を記録したもの等。
	・対象となる記録物の具体的な行為を列挙すべきか。
　　

	

	処罰対象記録物の検討

　有体物に限定すべきか
	・ネット上に流通する画像に対して自治体の条例でどこまで有効か疑問であり、有体物に限定すべき。
	・有体物に限定すべきか

　
	

	処罰行為の対象年齢による区分

被写体となった子どもの年齢により処罰の区分を設けるべきか。
	・判断能力が未熟な13歳未満に対する性的虐待は悪質であり、その記録物についても厳正に対処すべき。

・画像からの年齢判定は非常に難しいが、13歳未満に限定するのであれば、技術的にはそんなに困難ではない。
	・処罰行為の対象を13歳未満に対する「性的虐待の記録物」に限定すべきか。
	

	廃棄命令権の検討

　○廃棄命令の対象範囲

　○年齢による区分

　○廃棄命令の実効性の確保

　　・命令違反に対する罰則規定　　

・立入調査の権限の付与
	・拡散防止の観点から廃棄命令をすること自体に反対はない。

・過去に買ったものを廃棄させることが規制の眼目ではないか。

・廃棄命令だと実効性にかなり課題があるように思う。たとえば、「府職員が廃棄命令する対象物を判断できるか」、「府職員が廃棄命令に強制力があるか」等
・あまり実効的でない手法を、罰則ではないとはいえ強制的な権限として定めるということをどう考えるか。　
	・実効性の課題があるものの、拡散防止の観点から廃棄命令は必要か。

　

・廃棄命令を行う場合、対象範囲をどうするか。

（年齢、取得・所持の別）


	


■「子どもの性的虐待の記録」の製造・販売側に罰則を科すことの論点整理
	論　点
	第２回特別部会の資料に沿って出された意見
	今後、検討すべき事項
	備　考

	法律との関係

（製造・販売側に罰則を科す場合）

・法律で既に規制がある部分
	・児童ポルノ法は、附則2条により、児童ポルノ法の規制対象と重複するものを条例で規制することは認めていない。

・そのため、条例での規制が考えられる類型としては、①ジュニアアイドル誌と、②着衣だが性的虐待を受けている写真（強制わいせつ）の二つ。

・ジュニアアイドル誌は定義が不明瞭のため罰則化にはなじまない。そのため、②の、着衣だが性的虐待を受けている場合に限定され、事例としてはごくわずか。
	
	

	処罰範囲の拡大
　児童ポルノ法よりも処罰範囲が拡大することについて

	・そもそも「性的虐待の記録」は子どもが虐待されている場面の記録物であるから、家族写真等は対象にならず、限定的な範囲となっており、児童ポルノ法と比べても処罰範囲が拡大化しているとは言えないのではないか。

・児童ポルノ法は、見る側の視点である性欲を興奮・刺激という要件が入っているために、子どもを守るという観点から抜け落ちてしまう記録物がある。それらについて、一定程度、条例で規制していくことは意味がある。

・判例でみると、この性欲を興奮・刺激という文言は機能しておらず、限定の役割を果たしておらず、結果として、ほとんどの記録物がカバーできていると言える。そのため、児童ポルノ法と重複していない部分は、着衣だが性的虐待を受けている場合に限定されており、事例としてはごくわずか。

・わずかな事例であっても、何らかの対処は必要だが、その部分だけを規制する条例を制定するというのはアンバランス。
	・児童ポルノ法に重複しない「子どもの性的虐待の記録」の製造・販売側に罰則を科すべきか

　　

・また、この罰則化は取得・所持側に罰則を科すための前提として必要か。
	

	処罰行為の検討

　・提供目的の製造の場合と提供目的以外の製造の場合

・無償提供について
	
	・提供目的以外の製造の場合の検討

・無償提供の場合の検討


	

	処罰対象者の検討

　保護者や事業者に限定するのか
	
	・処罰の対象の主体を、限定すべきか、「何人も」にするべきか
	


その他

	論　点
	第２回特別部会で出された意見
	今後、検討すべき事項
	備　考

	青少年を処罰の対象とすることについて
	
	・青少年を処罰の対象とするべきか。

（参考）

　・青少年健全育成条例では、子どもは保護の対象であるため処罰対象から除外。

　・児童ポルノ法や京都府条例では、子どもは処罰対象。
	

	被害児童の支援
	・条例制定の際には、京都府条例の１１条（心身に有害な影響を受けた児童に対する支援という府の責務）のような規定についても、必要ではないか。

・府の責務として、本件に関する言及をした方が、社会一般的には規制一色だというような批判も想定されるので、総合的にやっていくんだというような立場を明確にした方が、望ましいのではないか。
	
	

	保護者への啓発

	・安易に子どもの裸の写真等をネット上に投稿しないように保護者への注意喚起が必要
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処罰対象行為を「取得」にするか「所持」にするかで立法趣旨の説明に若干の相違が生じる。





「取得」：今後の流通を減少させて二次被害の減少を図る


「所持」：既に拡散し、生じている二次被害の解消を図る
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